
海外事務所の共同運営

• 各県単独での海外事務所の設置

• 設置地域の重複
例）上海事務所を設置している県

福岡県、長崎県、熊本県、

大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県

• 家賃や人件費等の運営費の
負担増

• 他県海外事務所等と連携した
取り組みの増加

• 海外事務所の既設地域にお
ける共同運営について研究

• 将来的には、ASEAN等におけ
る新規の共同事務所の設置
について研究

九州・山口の現状 取組方針案

• 事務所運営費の負担減

• 効率的かつ効果的な海外

事業展開

期待される効果
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海外事務所の設置状況

上海 香港 その他

山口県

福岡県 ○ ○ バンコク、サンフランシスコ

佐賀県 ○ 瀋陽

長崎県 ○ ソウル

熊本県 ○ シンガポール、南寧、忠清南道

大分県 ○

宮崎県 ○ ○

鹿児島県 ○ ○

沖縄県 ○ ○ 北京、台北



九州広域での海外事業の取組状況

① 九州貿易振興協議会

九州７県、山口県並びに北九州市、福岡市及び熊本市で構成し、

共同で貿易振興事業等を行う。

② 九州観光推進機構

九州７県、企業、団体等で構成し、海外からの観光誘客等を行う。

〈Ｈ２５年度実績〉
・アセアンバイヤー招聘商談会
・伊勢丹マレーシアＫＬＣＣ店での物産展 等

〈Ｈ２５年度実績〉
・各国旅行社、メディアの九州招請
・各国旅行見本市に出展 等



海外事務所運営にかかる主な経費

① 職員派遣関係費用

給与、手当、宿舎賃借料、海外保険料 等

② 現地職員人件費

③ 事務所運営費

事務所賃借料、登記関係費、通信運搬費、備品等購入費、光熱費、

公用車維持費、事務所清掃費 等

④ 事業関係費

事業費、現地活動費（旅費等）、食料費 等

⑤ 国内事務費

通信運搬費、海外送金手数料、パンフレット等作成費 等

※ 共同運営の範囲については、今後の議論による。



 計
(a)+(b)

派遣
(a)

現地
(b)

香港 独自海外事務所 H15 2 1 1
 

上海 独自海外事務所 H15 2 1 1

H17年度
福岡県、福岡市、北九州市、九電と共同設置
H21年度　九電との共同事務所へ移行
(福岡市・北九州市；単独事務所開設)

アメリカ サンフランシスコ 独自海外事務所 H15 2 1 1

タイ バンコク 独自海外事務所 H22 4 2 2

韓国 ソウル 独自海外事務所 H3 21年度末閉鎖

ドイツ フランクフルト 独自海外事務所 H15 24年度末閉鎖

遼寧省瀋陽市 独自海外事務所 H23 4 2 2

香港 独自海外事務所 H23 4 2 2

中国 上海
独自海外事務所（(社)長崎県
貿易協会上海事務所）

H3 6 2 4

韓国 ソウル 機関等派遣（CLAIR) H25 1 1 0

上海

独自海外事務所
（(社)熊本県貿易協会上海事
務所、熊本市・熊本大学と共
同設置）

H23 5 2 3

広西壮族自治区
南寧市

独自事務所（(財)熊本県貿易
協会へ委託）

H24 2 1 1

韓国 忠清南道 独自海外事務所 H1 1 1 0

シンガポー
ル

シンガポール 機関等派遣（CLAIR) H25 1 1

大分県 中国 上海 機関等派遣（日中経済協会） H18 2 1 1
Ｈ18～Ｈ23　ジェトロ上海
H24～日中経済協会

上海
独自海外事務所
（(公社)宮崎県物産貿易振興
センター上海代表処）

H13 4 2 2

香港
独自海外事務所
（(公社)宮崎県物産貿易振興
センター香港事務所）

H25 3 1 2

韓国 ソウル 独自海外事務所 H9 H23年度末閉鎖

上海
独自海外事務所
（（社）鹿児島県特産品協会
上海駐在事務所）

H22 5 2 3
H9～H22 機関等派遣（JETRO）
H22.7　独自事務所開設

香港 機関等派遣（JETRO） S60 2 1 1

上海
独自海外事務所
（(公財)沖縄県産業振興公社
上海事務所）

H16 2 1 1

北京
独自海外事務所
（(公財)沖縄県産業振興公社
北京事務所）

H24 2 1 1

福州
独自海外事務所
（(公財)沖縄県産業振興公社
福州事務所）

H2 H22年度閉鎖

香港
独自海外事務所
（(公財)沖縄県産業振興公社
香港事務所）

H7 2 1 1

台湾 台北
独自海外事務所
（(公財)沖縄県産業振興公社
台北事務所）

H2 2 1 1

山口県

【H25.9 （一財）自治体国際化協会調べ】

設置なし

福岡県

中国

宮崎県
中国

沖縄県

鹿児島県 中国

中国

熊本県

九州・沖縄・山口県の海外拠点一覧

備考

佐賀県

長崎県

中国

中国

⑦職員数
県名 設置国 設置都市 設置形態

設置
年度


